
 
平成 22 年 11 月 11 日 

各 位 
会社名       愛知時計電機株式会社 
代表者名      取締役社長 鈴木 登 
（コード番号 7723 東証・名証 第一部） 

問い合わせ先  常務取締役管理統括本部長 
 小野田 晋也 

（TEL 052-661-5151） 
 

 

（訂正）「平成 18年 3 月期 決算短信（連結）」の一部訂正について 

 
 当社は、平成 22 年 8 月 27 日付「不適切な会計処理の判明について」において、本件会

計処理による業績に与える影響額が判明し次第、過年度決算の訂正を速やかに行う旨、お

知らせいたしました。このたび、過年度決算の具体的な訂正内容が確定いたしましたので

下記のとおりご報告いたします。 

 なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正前と訂正後の全文をそれぞれ添付し、訂正

箇所には下線を付して表示しております。 

 

記 

 

１．訂正を行う決算短信 

 決算期 平成 18 年 3 月期 決算短信（連結） 

 発表日 平成 18 年 5 月 12 日 

 

２．訂正の理由 

当社において不適切な取引および会計処理があったためであります。 

詳細は、平成 22 年 11 月 11 日付「当社の不適切な会計処理に関する調査結果等

のご報告」をご参照ください。 

 

以上 

 



平成 1 8  年 3 月期　　  決算短信（連結）　　      　　　平成 18 年 5 月 12 日

上 場 会 社 名       　愛知時計電機株式会社　　                 上場取引所　　　　東・名　第一部

コ ー ド 番 号         ７７２３                                　本社所在都道府県　愛知県

（ＵＲＬ  http://www.aichitokei.co.jp/）

代　　表　　者　役職名　代表取締役社長　　氏名　池田　 一

問合せ先責任者　役職名　管理本部長　　　　氏名　諏訪　啓二郎　　　ＴＥＬ　( 052 ) 661 － 5151

決算取締役会開催日　平成 18 年 5 月 12 日

米国会計基準採用の有無  無

１． 18 年 3 月期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日）
(1)連結経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円未満は切り捨てて表示しております。）

売 上 高    営業利益 経常利益

百万円　　　　％ 百万円　　　　％ 百万円　　　　％

18 年 3 月期
17 年 3 月期

33,923　　△3.3
35,071　　　0.6

1,625 　△13.1
1,870 　△26.3

1,760　　△13.2
2,027　　△ 8.6

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益       

株主資本当
期純利益率

総　資　本
経常利益率

売　上　高
経常利益率

百万円　　　％ 　円　銭 　円　銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期
17 年 3 月期

1,058　△44.8
1,917　　59.2

22.20
40.61

－
－

6.4
13.3

4.7
5.5

5.2
5.8

(注)　①期中平均株式数(連結)　18 年 3 月期　46,620,927 株　  　17 年 3 月期　46,623,362 株

    　②会計処理の方法の変更　有

      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18 年 3 月期
17 年 3 月期

39,176
36,163

17,930
15,287

45.8
42.3

384.13
327.40

(注) 期末発行済株式数(連結)　18 年 3 月期　46,618,607 株　  　17 年 3 月期　46,621,222 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

営 業 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

投 資 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る         
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 3 月期
17 年 3 月期

1,027
296

△920
△918

△504
△514

4,821
5,218

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　３　社　持分法適用非連結子会社数　－　社　持分法適用関連会社数　－　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結　(新規)　－　社　(除外)　－　社　　　持分法　(新規)　－　社　(除外)　－　社

２．19 年 3 月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中　間　期
通 　　 期

16,560
35,970

630
2,050

350
1,230

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  26 円 38 銭

※ 上記の予想数値は本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の 3ページを参照して下さい。
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 添 付 資 料

（１）企 業 集 団 の 状 況

企 業 集 団 等 の 概 況          

当社グループは、当社、子会社４社及び関連会社３社で構成され、ガス関連機器、水道関連機器、民需センサー・

システム、ならびに計装等の製造販売を主な内容とし、更に各事業に関連する物流等の事業活動を展開しておりま

す。

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　ガス関連機器及び水道関連機器　……　当社が製造、販売するほか、製造の一部については連結子会社㈱アイセ

イテックに委託し、販売の一部については関連会社鳥生工業㈱を通じて

行っております。なお、取替工事業務の一部を、関連会社アイコー㈱が

行っております。

　民需センサー･システム及び計装　……　当社が製造、販売をしております。製造、販売の一部については非連結

子会社の㈱伊藤電機工業所が行っております。

　特　　　　　　　　　　　　機　……　当社が製造、販売をしております。

　当社グループの製品の荷造梱包については連結子会社大兼組作業梱包㈱が主として行い、輸送の一部については

連結子会社大兼組運送㈱が行っております。

　事業の系統図は次のとおりであります。

　ガス関連機器及

　製品 　び水道関連機器 　製品

 　の一部 　　　 　民需センサー・システム

　　　物流の一部 　　製品 　及び計装の一部

　取替工事業

　製品 　ガス関連機器及 　務の一部

　び水道関連機器

  の一部

当　　　　　　　　　　　　　　　　　　社

計　　測　　器　　関　　連　　事　　業 特機関連事業

ガス関連機器 水道関連機器
民需センサー・

システム
計　　装 特　　　　機

   製造の一部

得　　　　　　　　　　意　　　　　　　　　　先

製         

品

関連会社

 鳥生工業㈱

関連会社

 アイコー㈱

関連会社

 瑞穂商事㈱

連結子会社

大兼組作業梱包㈱

大兼組運送㈱

連結子会社

 ㈱アイセイテック

非連結子会社

 ㈱伊藤電機工業所

【訂正前】
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（２）経営方針並びに経営成績及び財政状態

１．経 営 方 針

① 基 本 方 針

当社は「信頼・創造・奉仕」の企業理念のもとに、センサーを核としてシステム、サービ

スをお客様に提供することにより、社会生活、産業の発展に貢献し、お客様や社会の信頼を

得て永続的に発展できるよう努力をしております。

当社は「経営革新」と「経営体質の転換」を経営の基本方針として、この進展と定着に取

り組んでおります。事業環境の変化が激しい時代を勝ち抜くためには、お客様に満足いただ

ける商品を、より早く、より安価に提供していくことが欠くことのできない条件であり、そ

のために、開発、製造、販売をはじめとして全部門が環境変化に機敏に対応すべく、「スリム

で強靭な経営体質」への転換を図ると同時に、経営資源を有効に活用するための「選択と集

中」に取り組んでまいります。

なお、利益配分につきましては、株主の皆様への安定的な配当を継続するとともに、経営

基盤の強化や長期的な事業展開等に必要な内部留保の充実も図ってまいります。

② 中期経営戦略

  当社は「競争力・価値創造力を高め、事業領域を充実・拡大する」ことを基本戦略とし３

ヶ年ローリング方式で中期経営計画の見直しを行っております。

　現在取り組んでいる主要課題は次のとおりであります。

　第一は、ガス関連機器分野と水道関連機器分野における競争力の強化であります。お客様

や市場の動向と変化を的確かつ速やかに把握し、新商品の開発・市場投入や今まで蓄積して

きた技術と生産能力の効率的な活用により、機能・コスト・品質面で市場での差別化を図り、

競争優位性の確保とシェア・アップを実現し、お客様から選ばれる企業としての地位を確立

してまいります。

　第二は民需センサー・システム分野での事業拡大です。当社独自のコア技術である電磁技

術の高度化に向けた取り組みを進めると同時に、新たなコア技術を育成し、新たな市場に向

けた商品の創出を図ってまいります。また、これらセンサー技術を基盤としたシステム提案

を行ない、お客さまの問題解決・価値創造に貢献することにより事業拡大を図ってまいりま

す。

　第三は新事業領域の拡大であります。新事業企画推進室を中心に、開発、製造、販売部門

が一体となり新市場、新商品創出への取り組みを強化・充実させて、事業領域の拡大を図っ

てまいります。

【訂正前】
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２．経 営 成 績

① 当連結会計期間の概況

　当連結会計年度の売上高でありますが、前期比3.3％減の339億2千3百万円にとどまり、4

期振りの減収となりました。利益面につきましても、減収の影響に原材料価格高騰によるコ

ストアップが重なり、営業利益は前期比  13.1 ％減の16億２千5百万円、経常利益も前期比

13.2％減の17億6千万円となりました。また、当期純利益も前期比 44.8％減の 10億5千8百万

円となりました。

　事業部門別の状況は次のとおりであります。

（  計測器関連事業  ）
　売上高は、前期比 3.3％減の 336 億 8 千万円となりました。各分野別の状況は次のとおり

であります。

ガス関連機器

　プロパンガスメーターの更新需要が増加に転じたものの、都市ガスメーターの需要減と全

般的な販売価格低下の影響が重なり、売上高は前期比 2.6％減の 130 億 6 千 3 百万円となり

ました。

水道関連機器

　材料価格が大幅に高騰する中で、販売価格競争は相変わらず厳しく、販売数量の減少を余

儀なくされました。このため、売上高は前期比 4％減の 103 億 6 千 4 百万円となりました。

民需センサー･システム

　当期から、従来の住宅・ビル関連システムに計装システムの一部を加えて「民需センサー･

システム」の区分とし、民需市場へ新体制で取り組みました。しかしながら、前期のような

中部国際空港関連などの大型物件が少ないこともあり、売上高は前期比 0.5％減の 57 億 9 千

6 百万円にとどまりました。

計　装

　従来の計装システムの区分を見直し、新区分の官需市場領域に特化する体制で臨みました

が、公共事業の抑制や市町村合併に伴う発注遅れの影響が重なるなど、厳しい市場環境が続

きました。このため、売上高は前期比 7.0％減の 44 億 5 千 6 百万円となりました。

（  特機関連事業  ）
特  機

　売上高は前期比 1.6％減の 2 億 4 千 2 百万円となりました。

② 次 期 業 績 の 見 通 し

　今後の経済見通しにつきましては、企業業績や設備投資は好調を維持し、景気は引き続き

回復基調をたどるものと思われますが、原油・原材料価格の高騰や海外景気の動向などの不

安材料もあり、先行き不透明感は払拭されておりません。

当社グループを取り巻く環境は、原材料高や販売価格の低下、さらに公共事業の低水準な

ど、今後も厳しい局面が続くことは避けられない状況であります。

　当社グループといたしましては、既存市場、周辺市場での競争力強化に向けた諸施策を一

層強力に推進し、コスト、品質で競争優位を発揮・確立することにより、シェア・アップを
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図ってまいります。また、当期より開始しました新しい商品、新しい市場創出に向けての取

り組みにつきましては、当社独自の電磁技術をはじめとしたコア技術の育成と高度化、モノ

つくり力の見直し、市場要求を正しく見極め具現化する力のレベルアップを３つの柱とし、

経営資源の的確な選択と集中を行いつつ、成長路線への転換を図ってまいります。

　次期の業績につきましては、売上高は３５９億７千万円（前期比 6.0％増）、経常利益は２

０億５千万円（前期比 16.5％増）、当期純利益は１２億３千万円（前期比 16.3％増）を見込

んでおります。

　また、当社の配当金につきましては、１株当たり通期７円（中間配当金３円５０銭）を予

定しております。

３．財 政 状 態

キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、１０億２千７百万円となり、前

期と比べ大幅に増加しました。税金等調整前当期純利益の減少やたな卸資産の増加などの資

金減少要因はありましたが、仕入債務の増加や製品不具合損失の支払額が減少するなど資金

増加要因が上回りました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産や投資有価証券の取得により９億２

千万円の支出となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払等により、５億４

百万円の支出となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末比３億９千７百万円減少の４８億

２千１百万円となりました。

　なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。

14 年度 15 年度 16 年度 17 年度

株主資本比率（％） 29.8 36.0 42.3 45.8

時価ベースの株主資本比率(％) 31.8 35.8 46.9 55.1

債務償還年数（年） 2.2 3.3 23.4 6.6

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 31.8 19.8 3.4 12.7

（注）株主資本比率：株主資本／総資産

　　　時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産

　　　債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　　　１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

　　２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により

算出しております。

　　３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキ

ャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上さ

れている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、

利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払い額を使用して

おります。

【訂正前】
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１．連結貸借対照表

期　　別　

　科　　目 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流   動   資   産 22,401 57.2 22,024 60.9   376

現 金 及 び 預 金 4,944 5,334 △ 390

受取手形及び売掛金 11,099 11,071   27

有 価 証 券 42 12   29

た な 卸 資 産 5,727 5,051   675

繰 延 税 金 資 産 457 493 △ 36

そ の 他 174 107   66

貸 倒 引 当 金 △ 43 △ 47   4

 固   定   資   産 16,775 42.8 14,138 39.1   2,636

有 形 固 定 資 産 5,805 14.8 5,753 15.9   51

建 物 及 び 構 築 物 1,719 1,618   100

機械装置及び運搬具 1,774 1,563   211

土 地 1,731 1,754 △ 22

建 設 仮 勘 定 159 447 △ 288

そ の 他 420 370   49

無 形 固 定 資 産 16 0.0 16 0.1 -      

そ の 他 16 16 -      

投 資 そ の 他 の 資 産 10,953 28.0 8,368 23.1   2,585

投 資 有 価 証 券 10,166 6,923   3,242

前 払 年 金 費 用 526 -          526

繰 延 税 金 資 産 16 1,177 △ 1,161

そ の 他 287 403 △ 116

貸 倒 引 当 金 △ 42 △ 136   93

39,176 100.0 36,163 100.0   3,013

増減金額

(△印減)

（ 資　産　の　部 ）

資 産 合 計

 (３) 連 結 財 務 諸 表 等 

金 額 金 額 金 額

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

- 5 -

【訂正前】

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線

zaimu06
下線



期　　別　

　科　　目 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流   動   負   債 13,133 33.5 12,182 33.7   951

支 払 手 形 及 び買 掛金 7,143 6,464   678

短 期 借 入 金 3,500 2,736   763

未 払 費 用 1,545 1,757 △ 212

未 払 法 人 税 等 483 625 △ 142

そ の 他 462 597 △ 135

 固   定   負   債 7,945 20.3 8,516 23.5 △ 570

長 期 借 入 金 3,253 4,190 △ 936

繰 延 税 金 負 債 156 -                   156

退 職 給 付 引 当 金 4,062 3,831   231

役 員 退 職 慰 労引 当金 317 296   21

連 結 調 整 勘 定 53 75 △ 22

そ の 他 101 122 △ 20

  負    債    合    計 21,078 53.8 20,698 57.2   380

　少　数　株　主　持　分 166 0.4 176 0.5 △ 9

 資      本      金 2,340 6.0 2,340 6.5     -       

 資  本  剰  余  金 87 0.2 87 0.2       0

 利  益  剰  余  金 11,196 28.6 10,488 29.0     707

 その他有価証券評価差額金 4,357 11.1 2,420 6.7       1,936

 自   己   株   式 △     50 △ 0.1 △     48 △ 0.1 △ 1

  資    本    合    計 17,930 45.8 15,287 42.3     2,642

39,176 100.0 36,163 100.0   3,013

（少 数 株 主 持 分）

負債、少数株主持分及び資本合計

（ 負　債　の　部 ）

（ 資　本　の　部 ）

金       額

前 連 結 会 計 年 度

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

当 連 結 会 計 年 度 増減金額

(△印減)

金        額 金       額
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２．連結損益計算書

期　　別　

　科　　目 百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 33,923 100.0 35,071 100.0 △ 1,148 △ 3.3

売 上 原 価 26,668 78.6 27,430 78.2 △ 761 △ 2.8

売 上 総 利 益 7,254 21.4 7,640 21.8 △ 386 △ 5.1

販売費及 び一 般管 理費 5,628 16.6 5,770 16.5 △ 141 △ 2.5

営 業 利 益 1,625 4.8 1,870 5.3 △ 244 △ 13.1

 ( 営 業 外 収 益 ） ( 368 ) 1.1)(     ( 416 ) 1.2)(     ( △ 47 ) △ 11.5

受 取 利 息 及 び 配 当 金 97 87   10

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 22 21   1

そ の 他 248 307 △ 59

 ( 営 業 外 費 用 ） ( 233 ) 0.7)(     ( 259 ) 0.7)(     ( △ 25 ) △ 10.0

支 払 利 息 81 87 △ 6

そ の 他 152 171 △ 19

経 常 利 益 1,760 5.2 2,027 5.8 △ 266 △ 13.2

 ( 特  別  利  益 ） ( 13 ) 0.0)(     ( 1,228 ) 3.5)(     ( △ 1,214 ) △ 98.9

固 定 資 産 売 却 益 -          9 △ 9

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2 -            2

厚生年金基金代行部分返上益 11 1,219 △ 1,207

 ( 特  別  損  失 ） ( 24 ) 0.0)(     ( 51 ) 0.2)(     ( △ 27 ) △ 52.8

減 損 損 失 21 -            21

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 -            1

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2 5 △ 3

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 -          46 △ 46

税金等調整前当期純利益 1,749     5.2 3,203     9.1 △ 1,454 △ 45.4

法人税、住民税及び事業税 637 1.9 656 1.8 △ 18 △ 2.9

法 人 税 等 調 整 額 60         0.2     616       1.8 △ 555 △ 90.2

少 数 株 主 利 益
（ △ は 少 数 株 主 損 失 ）

△     7 0.0 13 0.0 △ 20 △ 153.2

当 期 純 利 益 1,058     3.1 1,917     5.5 △ 859 △ 44.8

対前期比

増 減 率

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

金 額金 額

増減金額

(△印減)至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日
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３．連結剰余金計算書

期　　　　別　

　科　　　　目

百万円 百万円 百万円

87 86   0

0 0 △ 0

自 己 株 式 処 分 差 益 0 0 △ 0

87 87   0

10,488 8,946   1,542

1,058 1,917 △ 859

当 期 純 利 益 1,058 1,917 △ 859

350 374 △ 24

配 当 金 326 349 △ 23

役 員 賞 与 24 25 △ 1

11,196 10,488   707

当 連 結 会 計 年 度

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

金　　　　　額

至 平成17年 3月31日

金　　　　　額 金　　　　　額

前 連 結 会 計 年 度

自 平成16年 4月 1日
増減金額
(△印減)

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 増 加 高
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４．連結キャッシュ・フロー計算書

期　　　　別　

　科　　　　目

百万円 百万円
Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益 1,749            3,203            
　　　減価償却費 788              731              
　　　減損損失 21                -                 
　　　連結調整勘定償却額 22△             21△             
　　　投資有価証券評価損 1                  -                 
　　　ゴルフ会員権評価損 2                  5                  
　　　厚生年金基金代行部分返上益 11△             1,219△        
　　　前払年金費用の増加額 526△           -                 
　　　退職給付引当金の増加額 243              38                
　　　役員退職慰労引当金の増加額 21                15                
　　　貸倒引当金の増減額 97△             23                
　　　受取利息及び受取配当金 97△             87△             
　　　支払利息 81                87                
　　　為替差益 0△               0△               
　　　有形固定資産売却益 -                 9△               
　　　有形固定資産除売却損 30                16                
　　　投資有価証券売却益 -                 0△               
　　　役員賞与の支払額 24△             25△             
　　　売上債権の増加額 27△             732△           
　　　たな卸資産の増減額 675△           836              
　　　仕入債務の増減額 678              560△           
　　　未払消費税等の増減額 146△           151              
　　　その他 179△           803△           
　　　　　小     計 1,806            1,651            
　　　利息及び配当金の受取額 97                87                
　　　利息の支払額 81△             87△             
　　　製品不具合対策損失の支払額 -                 1,196△        
　　　法人税等の支払額 795△           157△           
　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,027            296              

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　定期預金の純増減額 6△               37                
　　　有価証券の取得による支出 4△               9△               
　　　有価証券の売却による収入 4                  164              
　　　有形固定資産の取得による支出 899△           933△           
　　　有形固定資産の売却による収入 8                  13                
　　　投資有価証券の取得による支出 44△             193△           
　　　投資有価証券の売却による収入 -                 0                  
　　　その他 22                2                  
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 920△           918△           

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入金の純増減額 837              36△             
　　　長期借入による収入 100              4,737            
　　　長期借入金の返済による支出 1,110△        4,864△        
　　　自己株式の純増加額 1△               0△               
　　　配当金の支払額 326△           349△           
　　　少数株主への配当金の支払額 2△               2△               
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 504△           514△           

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 0                  0                  
Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額 397△           1,137△        
Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 5,218            6,355            
Ⅶ  現金及び現金同等物の期末残高 4,821            5,218            

前連結会計年度

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

金　　　　　額

当連結会計年度

自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

金　　　　　額
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
(１)連結子会社の数　３社
　連結子会社名　㈱アイセイテック、大兼組作業梱包㈱、大兼組運送㈱
(２)非連結子会社の数　１社
　非連結子会社名　㈱伊藤電機工業所
（連結の範囲から除いた理由）

２．持分法の適用に関する事項

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４. 会計処理基準に関する事項
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券
満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券（時価のあるもの）…

その他有価証券（時価のないもの）… 移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産
移動平均法による原価法を採用しております。

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　３年から50年 機械装置　　２年から12年
（追加情報）

(３)重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

②　退職給付引当金

（追加情報）

③　役員退職慰労引当金

(４)重要なリース取引の処理方法

(５)重要なヘッジ会計の方法
金利スワップについて特例処理を行っております。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき計上しております。

会計基準変更時差異については、7年による按分額を費用処理しております。

これに伴い、代行返上認可により修正された退職給付債務と実際返還額との差額11百万円を特別
利益の厚生年金基金代行部分返上益として計上しております。

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等
は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

連結決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処理しており、売却原価は移動平
均法により算定）を採用しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3年）による定額法
により処理しております。

持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社３社については、それぞれ連結純損益及び連結
利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の対象から除
いております。

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）に
ついては、定額法を採用しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

当連結会計年度より工具器具備品の一部の残存価額について法人税法に規定する価額から実質価
額に変更しております。これにより、営業利益及び経常利益並びに税金等調整前当期純利益が52
百万円減少しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく必要額を計上しておりま
す。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（14年から18
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとし

ております。

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成17年3月31日
に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年8月9日付で国に返還額（最低責任準備

金）の納付を行いました。

- 10 -
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(６)その他連結財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理方法
　税抜方式によっております。

５.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６.連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定の償却については、7年間で均等償却しております。

７.利益処分項目等の取扱いに関する事項

連結会計年度中に確定した利益処分に基づいております。

８.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（会計方針の変更）

注　記　事　項

（連結貸借対照表関係）

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

１．有形固定資産の減価償却累計額 19,550 百万円 19,360 百万円

２．受取手形割引高 199 百万円 499 百万円

３．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 76 百万円 76 百万円

４．担保資産及び担保付債務

①担保資産

建 物 408 百万円 218 百万円

土 地 118 2

投 資 有 価 証 券 6,522 4,382

計 7,049 4,603

②担保付債務

長 期 借 入 金 2,570 百万円 2,598 百万円

短 期 借 入 金 318 416

　 計 2,888 3,015

（連結損益計算書関係）

（当連結会計年度） （前連結会計年度）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

従業員給料手当 2,324 百万円 2,324 百万円

荷造梱包費及び輸送費 649 百万円 707 百万円

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

1,082 百万円 951 百万円

３．減損損失

当連結会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場　　所 用　　途

北海道石狩市 遊休資産

東京都葛飾区 遊休資産

種　　類

土地等

土　地

手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可
能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっておりま
す。

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。これにより税金等調整
前当期純利益は21百万円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除して
おります。

当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っておりますが、現在未稼動で今後
も事業の用に供する予定のないものについては遊休資産としてグルーピングしております。

上記の資産について、遊休状態であり今後も使用の目処が立っていない資産グループの帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、21百万円の減損損失を計上しております。減損損失の内訳は、建物０百
万円、土地20百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として路線価により
評価しております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（当連結会計年度） （前連結会計年度）
現金及び預金勘定 4,944 百万円 5,334 百万円
有価証券勘定 42 12
　　　　計 4,986 5,347
預入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 130△         123△         
償還期間が３ヶ月を超える債券等 34△           4△             
現金及び現金同等物 4,821 5,218

①　セグメント情報
１．事業の種類別セグメントの情報

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高

海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

②　リース取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

③　関連当事者との取引
該当事項はありません。

④　税効果会計関係
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当連結会計年度 前連結会計年度

　(繰延税金資産)

　　退職給付引当金繰入限度超過額 2,955 百万円 2,814 百万円

　　退職給付信託拠出株式 411 411

　　投資有価証券評価損 354 354

　　減価償却費限度超過額 341 312

　　未払賞与損金不算入額 295 306

　　役員退職慰労引当金繰入額 128 120

　　製品不具合対策損失 -               11

　　そ　の　他 252 280

　　　繰延税金資産小計 4,739 4,611

　　評価性引当額 397△         388△         

　　　繰延税金資産合計 4,341 4,223

　(繰延税金負債)

　　その他有価証券評価差額金 2,406△       1,112△       

　　退職給付引当金（信託口） 1,308△       百万円 1,331△       百万円

　　前払年金費用 213△         -               

　　固定資産圧縮積立金 94△           107△         

　　そ　の　他 0△             0△             

　　　繰延税金負債合計 4,023△       2,551△       

　　　繰延税金資産の純額 317 1,671

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

　　当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「計測器関連事業」の割合がいずれも
90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ
ん。

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下
であるため注記を省略しております。
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⑤　有 　 価 　 証 　 券
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
種　類 （平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

連結貸借対
照表計上額

時価 差　　額
連結貸借対
照表計上額

時価 差　　額

(1)国債・地方債等 -               -               -               43              43              0
(2)社債 -               -               -               -               -               -               
(3)その他 -               -               -               -               -               -               
小　計 -               -               -               43              43              0
(1)国債・地方債等 73              71              1 △            -               -               -               
(2)社債 -               -               -               -               -               -               
(3)その他 -               -               -               -               -               -               
小　計 73              71              1 △            -               -               -               

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

種　類 （平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

取得原価
連結貸借対
照表計上額

差　　額 取得原価
連結貸借対
照表計上額

差　　額

(1)株式 2,590         9,364         6,774 2,585         6,137         3,551
(2)債券 -               -               -               -               -               -               
(3)その他 -               -               -               3               3               0
小　計 2,590         9,364         6,774 2,588         6,140         3,551
(1)株式 117            106            10 △          118            99              18 △          
(2)債券 -               -               -               -               -               -               
(3)その他 3               2               0 △            -               -               -               
小　計 120            109            10 △          118            99              18 △          

2,710         9,473         6,763         2,707         6,240         3,532         
３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
(自平成17年4月1日 至平成18年3月31日) (自平成16年4月1日 至平成17年3月31日)

0 0
0 0
-               -               

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）
連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券
　　利付金融債 117 117
(2)その他有価証券
　　非上場株式

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
当連結会計年度（平成18年3月31日現在） （単位：百万円）

１年以内
１年超
５年以内

５年超
１０年以内

１０年超

債券
　(1)債券 34              161            -               -               
　(2)その他 -               -               -               -               
合　計 34              161            -               -               
前連結会計年度（平成17年3月31日現在） （単位：百万円）

１年以内
１年超
５年以内

５年超
１０年以内

１０年超

債券
　(1)債券 4               160            -               -               
　(2)その他 -               -               -               -               
合　計 4               160            -               -               
（注）当連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）

時価が連結貸

借対照表計上

額を超えるも

の

時価が連結貸

借対照表計上

額を超えない

もの

445
(店頭売買株式を除く)

売　　却　　額
売却益の合計額
売却損の合計額

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの

連結貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの

合　　計

なお、時価のない銘柄については、取得原価に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処理しておりま
す。

当連結会計年度において、その他有価証券の時価評価されていない株式1百万円について減損処理を行ってお
ります。
減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄は全て減損処理を行い、
30～50％程度下落した銘柄は、回復可能性が認められないと判断される銘柄について減損処理を行っており
ます。

455

内　　容
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⑥　デリバティブ取引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

⑦　退職給付会計

１．採用している退職給付制度の概要

２．退職給付債務に関する事項

(単位：百万円)

(1)退職給付債務 △   10,644 △   17,868 

(2)年金資産 2,839 8,031 

(3)退職給付信託資産 5,057 2,610 

(4)未積立退職給付債務(1)+(2)+(3) △     2,748 △     7,226 

(5)会計基準変更時差異の未処理額 72 145 

(6)未認識数理計算上の差異 344 3,249 

(7)未認識過去勤務債務（債務の減額） △     1,204 -                         

(8)連結貸借対照表計上額純額(4)+(5)+(6)+(7) △     3,535 △     3,831 

(9)前払年金費用 526                     -                         

(10)退職給付引当金(8)-(9) △     4,062 △     3,831 

３．退職給付費用に関する事項

(単位：百万円)

(1)勤務費用 301           347

(2)利息費用 210           528

(3)期待運用収益 △      88 △      228 

(4)従業員拠出額 △       0 △         0 

(5)会計基準変更時差異の費用処理額 72            120

(6)数理計算上の差異の費用処理額 231           369

(7)過去勤務債務の費用処理額 △     602 △      717 

(8)退職給付費用（1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)+(7) 124           419

(9)厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 △      11 △   1,219 

計 113 △      800 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法

(2)割引率

(3)期待運用収益率

(4)過去勤務債務の額の処理年数
(5)数理計算上の差異の処理年数

(6)会計基準変更時差異の処理年数

3年

3.50%

2.00%

期間定額基準

同左

同左７年

14年から18年

同左

同左

2.84%
同左

至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。また、
連結子会社は、退職一時金制度を設けております。

当連結会計年度 前連結会計年度

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日

自 平成17年4月 1日

至 平成18年3月31日

自 平成16年4月 1日

至 平成17年3月31日

前連結会計年度

（平成17年3月31日）

当連結会計年度 前連結会計年度

当連結会計年度

（平成18年3月31日）
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（単位：百万円）

金額(百万円) 構成比(%) 前期比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 前期比(%) 金額(百万円) 構成率(%) 前期比(%)

ガス関連機器 13,413           38.2         2.7 △       13,063             38.5         2.6 △       14,150             39.3         8.3            

水道関連機器 10,795           30.8         1.9            10,364             30.6         4.0 △       10,360             28.8         0.0 △       

民需センサー・
システム

5,823             16.6         7.9            5,796               17.1         0.5 △       6,350               17.7         9.6            

計　　　　装 4,792             13.7         2.7 △       4,456               13.1         7.0 △       4,900               13.6         10.0          

計 34,824           99.3         0.4            33,680             99.3         3.3 △       35,760             99.4         6.2            

特　　　　機 246                0.7           44.4          242                 0.7           1.6 △       210                 0.6           13.4 △      

35,071           100.0       0.6            33,923             100.0       3.3 △       35,970             100.0       6.0            

(  440) (  510) (  520)

（注）

（ 輸 出 ）

至 平成19年 3月31日

合　　　　　　計

事　　業　　部　　門

計測器関連事業

特機関連事業

製品の区分及び表示方法につきましては、当連結会計年度から従来の住宅・ビル関連システムと計装システムの一部を組み替え、新たに民需センサー・シ
ステムと計装の区分に変更いたしました。（前連結会計年度実績も組み替えて表示しております。）

（４） 事 業 部 門 別 売 上 高 比 較 表 

（ 予 想 ）
次　　期

自 平成16年 4月 1 日 自 平成17年 4月 1 日 自 平成18年 4月 1 日

前連結会計年度 当連結会計年度

至 平成17年 3月31日 至 平成18年 3月31日
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【訂正後】 

平成 18 年 3 月期    決算短信（連結）           平成 18 年 5 月 12 日 

上 場 会 社 名        愛知時計電機株式会社                   上場取引所    東・名 第一部 

コ ー ド 番 号         ７７２３                                 本社所在都道府県 愛知県 

（ＵＲＬ  http://www.aichitokei.co.jp/） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 池田  一 

問合せ先責任者 役職名 管理本部長    氏名 諏訪 啓二郎   ＴＥＬ ( 052 ) 661 － 5151 

決算取締役会開催日 平成 18 年 5 月 12 日 

米国会計基準採用の有無  無                                           
 
１． 18 年 3 月期の連結業績（平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績                   （百万円未満は切り捨てて表示しております。） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

33,395  △4.8
35,071   0.6

1,489  △20.4 
1,870  △26.3 

1,624  △19.9 
2,027  △ 8.6 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

33 △98.2 
1,917  59.2 

0.23 
40.61 

－ 
－ 

0.2 
13.3 

4.4 
5.5 

4.9 
5.8 

(注) ①期中平均株式数(連結) 18 年 3 月期 46,620,927 株    17 年 3 月期 46,623,362 株   

     ②会計処理の方法の変更 有 

      ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

38,157 
36,163 

16,906 
15,287 

44.3 
42.3 

362.16 
327.40 

(注) 期末発行済株式数(連結) 18 年 3 月期 46,618,607 株    17 年 3 月期 46,621,222 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

1,027 
296 

△920 
△918 

△504 
△514 

4,821 
5,218 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 ３ 社 持分法適用非連結子会社数 － 社 持分法適用関連会社数 － 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規) － 社 (除外) － 社   持分法 (新規) － 社 (除外) － 社 
 
２．19 年 3月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

16,560 
35,970 

630 
2,050 

350 
1,230 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  26 円 38 銭 
 

※ 上記の予想数値は本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業
績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

  なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の 3 ページを参照して下さい。 
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 添 付 資 料  

（１）企 業 集 団 の 状 況  
 

企 業 集 団 等 の 概 況           

 

当社グループは、当社、子会社４社及び関連会社３社で構成され、ガス関連機器、水道関連機器、民需センサー・

システム、ならびに計装等の製造販売を主な内容とし、更に各事業に関連する物流等の事業活動を展開しておりま

す。 

 

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

 

 ガス関連機器及び水道関連機器 …… 当社が製造、販売するほか、製造の一部については連結子会社㈱アイセ

イテックに委託し、販売の一部については関連会社鳥生工業㈱を通じて

行っております。なお、取替工事業務の一部を、関連会社アイコー㈱が

行っております。 

 民需センサー･システム及び計装 …… 当社が製造、販売をしております。製造、販売の一部については非連結

子会社の㈱伊藤電機工業所が行っております。 

 特            機 …… 当社が製造、販売をしております。 

 当社グループの製品の荷造梱包については連結子会社大兼組作業梱包㈱が主として行い、輸送の一部については

連結子会社大兼組運送㈱が行っております。 

 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

   ガス関連機器及 

 製品  び水道関連機器       製品 

   の一部         民需センサー・システム 

      物流の一部    製品  及び計装の一部 

 

 

 

     取替工事業 

  製品  ガス関連機器及  務の一部 

   び水道関連機器 

    の一部 

 

当                  社 

計  測  器  関  連  事  業 特機関連事業 

ガス関連機器 水道関連機器 
民需センサー・ 

システム 
計  装 特    機 

      製造の一部 

 

得          意          先 

製         

品 

関連会社 

 鳥生工業㈱ 

関連会社 

 アイコー㈱ 

関連会社 

 瑞穂商事㈱ 

連結子会社 
大兼組作業梱包㈱ 
大兼組運送㈱ 

連結子会社 

 ㈱アイセイテック 

非連結子会社 

 ㈱伊藤電機工業所 
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（２）経営方針並びに経営成績及び財政状態   

 

１．経  営  方  針   

 

①  基  本  方  針  

当社は「信頼・創造・奉仕」の企業理念のもとに、センサーを核としてシステム、サービ

スをお客様に提供することにより、社会生活、産業の発展に貢献し、お客様や社会の信頼を

得て永続的に発展できるよう努力をしております。  

当社は「経営革新」と「経営体質の転換」を経営の基本方針として、この進展と定着に取

り組んでおります。事業環境の変化が激しい時代を勝ち抜くためには、お客様に満足いただ

ける商品を、より早く、より安価に提供していくことが欠くことのできない条件であり、そ

のために、開発、製造、販売をはじめとして全部門が環境変化に機敏に対応すべく、「スリム

で強靭な経営体質」への転換を図ると同時に、経営資源を有効に活用するための「選択と集

中」に取り組んでまいります。  

なお、利益配分につきましては、株主の皆様への安定的な配当を継続するとともに、経営

基盤の強化や長期的な事業展開等に必要な内部留保の充実も図ってまいります。  

 

 

②  中期経営戦略   

  当社は「競争力・価値創造力を高め、事業領域を充実・拡大する」ことを基本戦略とし３

ヶ年ローリング方式で中期経営計画の見直しを行っております。  

 現在取り組んでいる主要課題は次のとおりであります。  

 第一は、ガス関連機器分野と水道関連機器分野における競争力の強化であります。お客様

や市場の動向と変化を的確かつ速やかに把握し、新商品の開発・市場投入や今まで蓄積して

きた技術と生産能力の効率的な活用により、機能・コスト・品質面で市場での差別化を図り、

競争優位性の確保とシェア・アップを実現し、お客様から選ばれる企業としての地位を確立

してまいります。  

 第二は民需センサー・システム分野での事業拡大です。当社独自のコア技術である電磁技

術の高度化に向けた取り組みを進めると同時に、新たなコア技術を育成し、新たな市場に向

けた商品の創出を図ってまいります。また、これらセンサー技術を基盤としたシステム提案

を行ない、お客さまの問題解決・価値創造に貢献することにより事業拡大を図ってまいりま

す。  

 第三は新事業領域の拡大であります。新事業企画推進室を中心に、開発、製造、販売部門

が一体となり新市場、新商品創出への取り組みを強化・充実させて、事業領域の拡大を図っ

てまいります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【訂正後】 

- 3 - 

２．経  営  成  績   

 

① 当連結会計期間の概況  

 当連結会計年度の売上高でありますが、前期比4.8％減の333億9千5百万円にとどまり、4

期振りの減収となりました。利益面につきましても、減収の影響に原材料価格高騰によるコ

ストアップが重なり、営業利益は前期比  20.4％減の14億8千9百万円、経常利益も前期比  

19.9％減の16億2千4百万円となりました。また、不正取引に係る損失を特別損失に8億8千8

百万円計上したことにより、当期純利益は前期比  98.2％減の3千3百万円となりました。  

 事業部門別の状況は次のとおりであります。  

（  計測器関連事業  ）  

 売上高は、前期比 4.8％減の 331 億 5 千 3 百万円となりました。各分野別の状況は次のと

おりであります。 

 

ガス関連機器  

 プロパンガスメーターの更新需要が増加に転じたものの、都市ガスメーターの需要減と全

般的な販売価格低下の影響が重なり、売上高は前期比 2.6％減の 130 億 6 千 3 百万円となり

ました。 

 

水道関連機器  

 材料価格が大幅に高騰する中で、販売価格競争は相変わらず厳しく、販売数量の減少を余

儀なくされました。このため、売上高は前期比 4％減の 103 億 6 千 4 百万円となりました。 

 

民需センサー･システム  

 当期から、従来の住宅・ビル関連システムに計装システムの一部を加えて「民需センサー･

システム」の区分とし、民需市場へ新体制で取り組みました。しかしながら、前期のような

中部国際空港関連などの大型物件が少ないこともあり、売上高は前期比 0.5％減の 57 億 9 千

6 百万円にとどまりました。 

 

計 装  

 従来の計装システムの区分を見直し、新区分の官需市場領域に特化する体制で臨みました

が、公共事業の抑制や市町村合併に伴う発注遅れの影響が重なるなど、厳しい市場環境が続

きました。このため、売上高は前期比 18.0％減の 39 億 2 千 9 百万円となりました。 

 

（  特機関連事業  ）  

特   機  

 売上高は前期比 1.6％減の 2 億 4 千 2 百万円となりました。 

 

② 次 期 業 績 の 見 通 し  

 今後の経済見通しにつきましては、企業業績や設備投資は好調を維持し、景気は引き続き 

回復基調をたどるものと思われますが、原油・原材料価格の高騰や海外景気の動向などの不

安材料もあり、先行き不透明感は払拭されておりません。 

当社グループを取り巻く環境は、原材料高や販売価格の低下、さらに公共事業の低水準な

ど、今後も厳しい局面が続くことは避けられない状況であります。 

 当社グループといたしましては、既存市場、周辺市場での競争力強化に向けた諸施策を一

層強力に推進し、コスト、品質で競争優位を発揮・確立することにより、シェア・アップを
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図ってまいります。また、当期より開始しました新しい商品、新しい市場創出に向けての取

り組みにつきましては、当社独自の電磁技術をはじめとしたコア技術の育成と高度化、モノ

つくり力の見直し、市場要求を正しく見極め具現化する力のレベルアップを３つの柱とし、

経営資源の的確な選択と集中を行いつつ、成長路線への転換を図ってまいります。 

 次期の業績につきましては、売上高は３５９億７千万円（前期比 7.7％増）、経常利益は２

０億５千万円（前期比 26.2％増）、当期純利益は１２億３千万円（前期比 11 億 9 千 6 百万円

増）を見込んでおります。  

 また、当社の配当金につきましては、１株当たり通期７円（中間配当金３円５０銭）を予

定しております。  

 

 

３．財  政  状  態   

 

キャッシュ・フローの状況   

 当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、１０億２千７百万円となり、前

期と比べ大幅に増加しました。税金等調整前当期純利益の減少やたな卸資産の増加などの資

金減少要因はありましたが、仕入債務の増加や製品不具合損失の支払額が減少するなど資金

増加要因が上回りました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産や投資有価証券の取得により９億２

千万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済及び配当金の支払等により、５億４

百万円の支出となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前期末比３億９千７百万円減少の４８億

２千１百万円となりました。  

 

 なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。  

 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 

株主資本比率（％）  29.8 36.0 42.3 44.3 

時価ベースの株主資本比率 (％) 31.8 35.8 46.9 56.6 

債務償還年数（年）  2.2 3.3 23.4 6.6 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 31.8 19.8 3.4 12.7 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産  

   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産  

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

   １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。  

  ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により

算出しております。  

  ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキ

ャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上さ

れている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、

利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払い額を使用して

おります。  
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１．連結貸借対照表

期　　別　

　科　　目 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流   動   資   産 21,382 56.0 22,024 60.9 △ 642

現 金 及 び 預 金 4,944 5,334 △ 390

受取手形及び売掛金 10,101 11,071 △ 970

有 価 証 券 42 12   29

た な 卸 資 産 5,705 5,051   654

繰 延 税 金 資 産 457 493 △ 36

そ の 他 174 107   66

貸 倒 引 当 金 △ 43 △ 47   4

 固   定   資   産 16,775 44.0 14,138 39.1   2,636

有 形 固 定 資 産 5,805 15.2 5,753 15.9   51

建 物 及 び 構 築 物 1,719 1,618   100

機械装置及び運搬具 1,774 1,563   211

土 地 1,731 1,754 △ 22

建 設 仮 勘 定 159 447 △ 288

そ の 他 420 370   49

無 形 固 定 資 産 16 0.1 16 0.1 -      

そ の 他 16 16 -      

投 資 そ の 他 の 資 産 10,953 28.7 8,368 23.1   2,585

投 資 有 価 証 券 10,166 6,923   3,242

前 払 年 金 費 用 526 -         526

繰 延 税 金 資 産 16 1,177 △ 1,161

そ の 他 287 403 △ 116

貸 倒 引 当 金 △ 42 △ 136   93

38,157 100.0 36,163 100.0   1,994

（ 資　産　の　部 ）

資 産 合 計

 (３) 連 結 財 務 諸 表 等 

金 額 金 額 金 額

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度 増減金額

(△印減)
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期　　別　

　科　　目 構成比 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 流   動   負   債 13,138 34.4 12,182 33.7   956

支払手形及び買掛金 6,946 6,464   481

短 期 借 入 金 3,500 2,736   763

未 払 費 用 1,545 1,757 △ 212

未 払 法 人 税 等 483 625 △ 142

そ の 他 664 597   67

 固   定   負   債 7,945 20.8 8,516 23.5 △ 570

長 期 借 入 金 3,253 4,190 △ 936

繰 延 税 金 負 債 156 -                 156

退 職 給 付 引 当 金 4,062 3,831   231

役員退職慰労引当金 317 296   21

連 結 調 整 勘 定 53 75 △ 22

そ の 他 101 122 △ 20

  負    債    合    計 21,084 55.2 20,698 57.2   385

　少　数　株　主　持　分 166 0.5 176 0.5 △ 9

 資      本      金 2,340 6.1 2,340 6.5     -      

 資  本  剰  余  金 87 0.2 87 0.2       0

 利  益  剰  余  金 10,171 26.7 10,488 29.0   △ 316

 その他有価証券評価差額金 4,357 11.4 2,420 6.7       1,936

 自   己   株   式 △     50 △ 0.1 △     48 △ 0.1 △ 1

  資    本    合    計 16,906 44.3 15,287 42.3     1,618

38,157 100.0 36,163 100.0   1,994

金       額

前 連 結 会 計 年 度

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)

当 連 結 会 計 年 度 増減金額

(△印減)

金        額 金       額

（少 数 株 主 持 分）

負債、少数株主持分及び資本合計

（ 負　債　の　部 ）

（ 資　本　の　部 ）
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２．連結損益計算書

期　　別　

　科　　目 百分比 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

売 上 高 33,395 100.0 35,071 100.0 △ 1,675 △ 4.8

売 上 原 価 26,277 78.7 27,430 78.2 △ 1,152 △ 4.2

売 上 総 利 益 7,118 21.3 7,640 21.8 △ 522 △ 6.8

販売費及び一般管理費 5,628 16.8 5,770 16.5 △ 141 △ 2.5

営 業 利 益 1,489 4.5 1,870 5.3 △ 380 △ 20.4

 ( 営 業 外 収 益 ） ( 368 ) 1.1)(    ( 416 ) 1.2)(    ( △ 47 ) △ 11.5

受 取 利 息 及 び 配 当 金 97 87   10

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 22 21   1

そ の 他 248 307 △ 59

 ( 営 業 外 費 用 ） ( 233 ) 0.7)(    ( 259 ) 0.7)(    ( △ 25 ) △ 10.0

支 払 利 息 81 87 △ 6

そ の 他 152 171 △ 19

経 常 利 益 1,624 4.9 2,027 5.8 △ 402 △ 19.9

 ( 特  別  利  益 ） ( 13 ) 0.0)(    ( 1,228 ) 3.5)(    ( △ 1,214 ) △ 98.9

固 定 資 産 売 却 益 -         9 △ 9

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 2 -           2

厚生年金基金代行部分返上益 11 1,219 △ 1,207

 ( 特  別  損  失 ） ( 913 ) 2.7)(    ( 51 ) 0.2)(    (   861 )   -

減 損 損 失 21 -           21

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1 -           1

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2 5 △ 3

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 -         46 △ 46

不 正 取 引 に 係 る 損 失 100 -   100

過 年 度 損 益 修 正 損 787 -   787

税金等調整前当期純利益 725       2.2 3,203    9.1 △ 2,478 △ 77.4

法人税、住民税及び事業税 637 1.9 656 1.8 △ 18 △ 2.9

法 人 税 等 調 整 額 60        0.2    616       1.8 △ 555 △ 90.2

少 数 株 主 利 益
（ △ は 少 数 株 主 損 失 ）

△     7 △ 0.0 13 0.0 △ 20 △ 153.2

当 期 純 利 益 33        0.1 1,917    5.5 △ 1,883 △ 98.2

金 額金 額

増減金額

(△印減)至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日 対前期比

増 減 率

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
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３．連結剰余金計算書

期　　　　別　

　科　　　　目

百万円 百万円 百万円

87 86   0

0 0 △ 0

自己株式処分差益 0 0 △ 0

87 87   0

10,488 8,946   1,542

33 1,917 △ 1,883

当 期 純 利 益 33 1,917 △ 1,883

350 374 △ 24

配 当 金 326 349 △ 23

役 員 賞 与 24 25 △ 1

10,171 10,488 △ 316

当 連 結 会 計 年 度

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

金　　　　　額

至 平成17年 3月31日

金　　　　　額 金　　　　　額

前 連 結 会 計 年 度

自 平成16年 4月 1日
増減金額
(△印減)

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 増 加 高
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【訂正後】

４．連結キャッシュ・フロー計算書

期　　　　別　

　科　　　　目
百万円 百万円

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益 725           3,203          
　　　減価償却費 788           731             
　　　減損損失 21             -               
　　　連結調整勘定償却額 22△          21△           
　　　投資有価証券評価損 1              -               
　　　ゴルフ会員権評価損 2              5                
      過年度損益修正損 787           -               
　　　厚生年金基金代行部分返上益 11△          1,219△       
　　　前払年金費用の増加額 526△         -               
　　　退職給付引当金の増加額 243           38               
　　　役員退職慰労引当金の増加額 21             15               
　　　貸倒引当金の増減額 97△          23               
　　　受取利息及び受取配当金 97△          87△           
　　　支払利息 81             87               
　　　為替差益 0△            0△             
　　　有形固定資産売却益 -             9△             
　　　有形固定資産除売却損 30             16               
　　　投資有価証券売却益 -             0△             
　　　役員賞与の支払額 24△          25△           
　　　売上債権の増加額 182           732△          
　　　たな卸資産の増減額 655△         836             
　　　仕入債務の増減額 523           560△          
　　　未払消費税等の増減額 146△         151             
　　　その他 17△          803△          
　　　　　小     計 1,806        1,651          
　　　利息及び配当金の受取額 97             87               
　　　利息の支払額 81△          87△           
　　　製品不具合対策損失の支払額 -             1,196△       
　　　法人税等の支払額 795△         157△          
　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,027        296             

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　定期預金の純増減額 6△            37               
　　　有価証券の取得による支出 4△            9△             
　　　有価証券の売却による収入 4              164             
　　　有形固定資産の取得による支出 899△         933△          
　　　有形固定資産の売却による収入 8              13               
　　　投資有価証券の取得による支出 44△          193△          
　　　投資有価証券の売却による収入 -             0                
　　　その他 22             2                
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 920△         918△          

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入金の純増減額 837           36△           
　　　長期借入による収入 100           4,737          
　　　長期借入金の返済による支出 1,110△      4,864△       
　　　自己株式の純増加額 1△            0△             
　　　配当金の支払額 326△         349△          
　　　少数株主への配当金の支払額 2△            2△             
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 504△         514△          

Ⅳ  現金及び現金同等物に係る換算差額 0              0                
Ⅴ  現金及び現金同等物の増減額 397△         1,137△       
Ⅵ  現金及び現金同等物の期首残高 5,218        6,355          
Ⅶ  現金及び現金同等物の期末残高 4,821        5,218          

当連結会計年度
自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

金　　　　　額

前連結会計年度
自 平成16年4月 1日
至 平成17年3月31日

金　　　　　額
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【訂正後】

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

(１)連結子会社の数　３社
　連結子会社名　㈱アイセイテック、大兼組作業梱包㈱、大兼組運送㈱

(２)非連結子会社の数 １社
　非連結子会社名　㈱伊藤電機工業所
（連結の範囲から除いた理由）

２．持分法の適用に関する事項

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４. 会計処理基準に関する事項
(１)重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用しております。
その他有価証券（時価のあるもの）

その他有価証券（時価のないもの）移動平均法による原価法を採用しております。
②　たな卸資産

移動平均法による原価法を採用しております。
(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　３年から50年 機械装置 　２年から12年
（追加情報）

(３)重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

②　退職給付引当金

（追加情報）

③　役員退職慰労引当金

(４)重要なリース取引の処理方法

(５)重要なヘッジ会計の方法
金利スワップについて特例処理を行っております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っております。

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく必要額を計上して
おります。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間（14
年から18年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理することとしております。

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成17
年3月31日に厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、平成17年8月9日付で国に返還
額（最低責任準備金）の納付を行いました。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき計上しております。
会計基準変更時差異については、7年による按分額を費用処理しております。

これに伴い、代行返上認可により修正された退職給付債務と実際返還額との差額11百万
円を特別利益の厚生年金基金代行部分返上益として計上しております。

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合
う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

連結決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法により処理しており、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3年）に
よる定額法により処理しております。

持分法を適用していない非連結子会社１社及び関連会社３社については、それぞれ連結純損
益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め、持分法の対象から除いております。

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を
除く）については、定額法を採用しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

当連結会計年度より工具器具備品の一部の残存価額について法人税法に規定する価額か
ら実質価額に変更しております。これにより、営業利益及び経常利益並びに税金等調整
前当期純利益が52百万円減少しております。
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【訂正後】
(６)その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理方法
　税抜方式によっております。

５.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６.連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、7年間で均等償却しております。

７.利益処分項目等の取扱いに関する事項
連結会計年度中に確定した利益処分に基づいております。

８.連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

（会計方針の変更）

注　記　事　項
（連結貸借対照表関係）

（当連結会計年度） （前連結会計年度）
１．有形固定資産の減価償却累計額 19,550 百万円 19,360 百万円
２．受取手形割引高 199 百万円 499 百万円
３．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 76 百万円 76 百万円
４．担保資産及び担保付債務

①担保資産
建 物 408 百万円 218 百万円
土 地 118 2
投資有価証券 6,522 4,382

計 7,049 4,603
②担保付債務
長 期 借 入 金 2,570 百万円 2,598 百万円
短 期 借 入 金 318 416

　 計 2,888 3,015
（連結損益計算書関係）

（当連結会計年度） （前連結会計年度）
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

従業員給料手当 2,324 百万円 2,324 百万円
荷造梱包費及び輸送費 649 百万円 707 百万円

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費
1,082 百万円 951 百万円

３．減損損失
当連結会計期間において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場　　所 用　　途
北海道石狩市 遊休資産
東京都葛飾区 遊休資産

上記の資産について、遊休状態であり今後も使用の目処が立っていない資産グループの
帳簿価額を回収可能価額まで減額し、21百万円の減損損失を計上しております。減損損
失の内訳は、建物０百万円、土地20百万円であります。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として路
線価により評価しております。

種　　類

土地等
土　地

手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易
に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資
からなっております。

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成15年10月31日）を適用してお
ります。これにより税金等調整前当期純利益は21百万円減少しております。
なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直
接控除しております。

当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを行っておりますが、現在未
稼動で今後も事業の用に供する予定のないものについては遊休資産としてグルーピング
しております。
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【訂正後】
（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
（当連結会計年度） （前連結会計年度）

現金及び預金勘定 4,944 百万円 5,334 百万円
有価証券勘定 42 12
　　　　計 4,986 5,347
預入れ期間が３ヶ月を超える定期預金 130△       123△        
償還期間が３ヶ月を超える債券等 34△         4△            
現金及び現金同等物 4,821 5,218

①　セグメント情報
１．事業の種類別セグメントの情報

２．所在地別セグメント情報

３．海外売上高
海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

②　リース取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

③　関連当事者との取引
該当事項はありません。

④　税効果会計関係
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当連結会計年度 前連結会計年度
　(繰延税金資産)
　　退職給付引当金繰入限度超過額 2,955 百万円 2,814 百万円
　　退職給付信託拠出株式 411 411
　　投資有価証券評価損 354 354
　　減価償却費限度超過額 341 312
　　未払賞与損金不算入額 295 306
　　役員退職慰労引当金繰入額 128 120
　　製品不具合対策損失 -              11

不正取引に係る損失 415 -              
　　そ　の　他 252 280
　　　繰延税金資産小計 5,154 4,611
　　評価性引当額 813△        388△        
　　　繰延税金資産合計 4,341 4,223
　(繰延税金負債)
　　その他有価証券評価差額金 2,406△      1,112△      
　　退職給付引当金（信託口） 1,308△      百万円 1,331△      百万円
　　前払年金費用 213△        -              
　　固定資産圧縮積立金 94△          107△        
　　そ　の　他 0△            0△            
　　　繰延税金負債合計 4,023△      2,551△      
　　　繰延税金資産の純額 317 1,671
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
　　当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

当連結会計年度
　法定実効税率 40.6 ％

　（調　　整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 11.1
　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 4.3
　住民税均等割等 4.1
　試験研究費税額控除 △ 14.0
　評価性引当額の増減 58.6
　そ　 の　 他 0.2
　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 96.3

（注）

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「計測器関連事業」の割合がいず
れも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はあ
りません。

前連結会計年度につきましては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の
差異が法定実効税率の100分の5以下であるため注記を省略しております。
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【訂正後】
⑤　有 　 価 　 証 　 券
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
種　類 （平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

連結貸借対
照表計上額

時価 差　　額
連結貸借対
照表計上額

時価 差　　額

(1)国債・地方債等 -             -             -            43          43           0
(2)社債 -             -             -            -            -             -              
(3)その他 -             -             -            -            -             -              

小　計 -             -             -            43          43           0
(1)国債・地方債等 73           71           1 △          -            -             -              
(2)社債 -             -             -            -            -             -              
(3)その他 -             -             -            -            -             -              

小　計 73           71           1 △          -            -             -              
２．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

当連結会計年度 前連結会計年度
種　類 （平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）

取得原価
連結貸借対
照表計上額

差　　額 取得原価
連結貸借対
照表計上額

差　　額

(1)株式 2,590       9,364       6,774 2,585      6,137      3,551
(2)債券 -             -             -            -            -             -              
(3)その他 -             -             -            3            3             0

小　計 2,590       9,364       6,774 2,588      6,140      3,551
(1)株式 117          106          10 △        118         99           18 △         
(2)債券 -             -             -            -            -             -              
(3)その他 3             2             0 △          -            -             -              

小　計 120          109          10 △        118         99           18 △         
2,710       9,473       6,763      2,707      6,240      3,532        

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

(自平成17年4月1日 至平成18年3月31日) (自平成16年4月1日 至平成17年3月31日)

0 0
0 0
-             -             

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 （単位：百万円）
当連結会計年度 前連結会計年度

（平成18年3月31日現在） （平成17年3月31日現在）
連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

(1)満期保有目的の債券
　　利付金融債 117 117
(2)その他有価証券
　　非上場株式

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額
当連結会計年度（平成18年3月31日現在） （単位：百万円）

１年以内
１年超

５年以内
５年超

１０年以内
１０年超

債券
　(1)債券 34           161          -            -            
　(2)その他 -             -             -            -            

合　計 34           161          -            -            
前連結会計年度（平成17年3月31日現在） （単位：百万円）

１年以内
１年超

５年以内
５年超

１０年以内
１０年超

債券
　(1)債券 4             160          -            -            
　(2)その他 -             -             -            -            

合　計 4             160          -            -            
（注）当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日）

時価が連結
貸借対照表
計上額を超
えるもの

時価が連結
貸借対照表
計上額を超
えないもの

445
(店頭売買株式を除く)

売　　却　　額
売却益の合計額
売却損の合計額

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
るもの

連結貸借対照
表計上額が取
得原価を超え
ないもの

合　　計

なお、時価のない銘柄については、取得原価に対して実質価額が50％以上下落した銘柄を減損処
理しております。

当連結会計年度において、その他有価証券の時価評価されていない株式1百万円について減損処理
を行っております。
減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した銘柄は全て減損処
理を行い、30～50％程度下落した銘柄は、回復可能性が認められないと判断される銘柄について
減損処理を行っております。

455

内　　容
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【訂正後】

⑥　デリバティブ取引

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

⑦　退職給付会計

１．採用している退職給付制度の概要

２．退職給付債務に関する事項
(単位：百万円)

(1)退職給付債務 △   10,644 △   17,868 
(2)年金資産 2,839 8,031 
(3)退職給付信託資産 5,057 2,610 
(4)未積立退職給付債務(1)+(2)+(3) △     2,748 △     7,226 
(5)会計基準変更時差異の未処理額 72 145 
(6)未認識数理計算上の差異 344 3,249 
(7)未認識過去勤務債務（債務の減額） △     1,204 -                       
(8)連結貸借対照表計上額純額(4)+(5)+(6)+(7) △     3,535 △     3,831 
(9)前払年金費用 526                   -                       
(10)退職給付引当金(8)-(9) △     4,062 △     3,831 

３．退職給付費用に関する事項
(単位：百万円)

(1)勤務費用 301           347
(2)利息費用 210           528
(3)期待運用収益 △      88 △      228 
(4)従業員拠出額 △       0 △         0 
(5)会計基準変更時差異の費用処理額 72            120
(6)数理計算上の差異の費用処理額 231           369
(7)過去勤務債務の費用処理額 △     602 △      717 
(8)退職給付費用（1)+(2)+(3)+(4)+(5)+(6)+(7) 124           419
(9)厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 △      11 △   1,219 

計 113 △      800 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1)退職給付見込額の期間配分方法
(2)割引率
(3)期待運用収益率
(4)過去勤務債務の額の処理年数
(5)数理計算上の差異の処理年数
(6)会計基準変更時差異の処理年数

至 平成17年3月31日

前連結会計年度
（平成17年3月31日）

当連結会計年度 前連結会計年度

当連結会計年度
（平成18年3月31日）

至 平成18年3月31日 至 平成17年3月31日

当社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けておりま
す。また、連結子会社は、退職一時金制度を設けております。

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成17年4月 1日 自 平成16年4月 1日

自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

自 平成16年4月 1日

同左
同左
2.84%
同左
同左
同左７年

14年から18年
3年

3.50%
2.00%

期間定額基準
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【訂正後】

（単位：百万円）

金額(百万円) 構成比(%) 前期比(%) 金額(百万円) 構成比(%) 前期比(%) 金額(百万円) 構成率(%) 前期比(%)

ガス関連機器 13,413          38.2        2.7 △      13,063           39.1        2.6 △      14,150           39.3        8.3           

水道関連機器 10,795          30.8        1.9           10,364           31.0        4.0 △      10,360           28.8        0.0 △      

民需センサー・
システム

5,823            16.6        7.9           5,796             17.4        0.5 △      6,350             17.7        9.6           

計　　　　装 4,792            13.7        2.7 △      3,929             11.8        18.0 △     4,900             13.6        24.7         

計 34,824          99.3        0.4           33,153           99.3        4.8 △      35,760           99.4        7.9           

特　　　　機 246              0.7          44.4         242                0.7          1.6 △      210                0.6          13.4 △     

35,071          100.0      0.6           33,395           100.0      4.8 △      35,970           100.0      7.7           

(  440) (  510) (  520)

（注）

（ 輸 出 ）

至 平成19年 3月31日

合　　　　　　計

事　　業　　部　　門

計測器関連事業

特機関連事業

製品の区分及び表示方法につきましては、当連結会計年度から従来の住宅・ビル関連システムと計装システムの一部を組み替え、新たに民
需センサー・システムと計装の区分に変更いたしました。（前連結会計年度実績も組み替えて表示しております。）

（４） 事 業 部 門 別 売 上 高 比 較 表 

（ 予 想 ）
次　　期

自 平成16年 4月 1 日 自 平成17年 4月 1 日 自 平成18年 4月 1 日

前連結会計年度 当連結会計年度

至 平成17年 3月31日 至 平成18年 3月31日
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